










要約:われわれは北海道内の保健所と市町村の母子保健担当者を対象に幼児肥満予防対策

事業の移管に関するアンケート調査を実施した。保健所は同事業を移管すべきものととら

えていたが、4 割の市町村ではそのような認識はなかった。また多くの市町村は保健所で

同事業が行われていることを把握しているが、現在保健所が抱えている問題点に関する知

識は不十分であった。幼児肥満予防対策事業を円滑に移管するためにはハード・ソフト両

面の支援が必要である。


